
 

令和７年度 習志野市立実籾小学校 いじめ防止基本方針 

 

 いじめはどの学校にも、また、誰にでも起こりうるおそれがあることを踏まえ、安全・

安心な学校づくりは学校経営の基本であるとの認識のもと、いじめ防止対策推進法（以

下、「法」という）、国のいじめ防止基本方針及び、習志野市いじめ防止基本法に則り、

次のような方針でいじめ問題に取り組む。 

 

１ 基本理念 

 いじめはどの学校でも、また、誰にでも起こりうるという認識のもと、“いじめは絶

対に許さない”という信念をもち、全教育活動を通して、その未然防止にあたる。また、

早期発見・早期対応を旨とする。いじめを認知した場合は、いじめを受けている児童の

保護とケアを第一とし、同時に、いじめを行っている児童に対し保護者、関係機関との

連携のもと、組織的に適切かつ迅速な指導・支援等に取り組む。いじめは絶対に許さな

いという基本方針を教職員・児童・保護者・地域住民と共有することで、いじめのない

学校を実現する。 

 

（１）いじめの定義 

 児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等、当該児童等と一定

の人的関係にある他の児童等が行う心理的または物理的な影響を与える行為（インタ

ーネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等

が心身の苦痛を感じているもの 

                               ―「法」第二条― 

 具体的ないじめの態様としては、以下のようなものがある。 

 〇冷やかしやからかい，悪口や脅し文句，嫌なことを言われる 

 〇仲間はずれ，集団による無視をされる 

 〇軽くぶつかられたり，遊ぶふりをして叩かれたり，蹴られたりする 

 〇ひどくぶつかられたり，叩かれたり，蹴られたりする 

 〇金品をたかられる 

 〇金品を隠されたり，盗まれたり，壊されたり，捨てられたりする 

 〇嫌なことや恥ずかしいこと，危険なことをされたり，させられたりする 

 〇パソコンや携帯電話等で，誹謗中傷や嫌なことをされる等 

 

（２）いじめの禁止 

  児童は、学校の内外を問わずいじめを行ってはならない。またいじめを見過ごし

てはいけない。 



 

（３）学校及び職員の責務 

  すべての児童が安心して学校生活を送ることができるように、保護者や地域・関

係機関と密接な連携を図りながら、学校全体でいじめの防止と早期発見に取り組む

とともに、いじめが疑われる場合は、迅速かつ適切にこれに対処し、さらにその再

発防止に取り組む。 

 

２ 「いじめ防止委員会」の設置 

  いじめの問題に取り組むにあたって、中核となる組織として「いじめ防止委員会」

を設置する。 

（１） 委員 

   基本的には、既存の「生徒指導・教育相談委員会」を「いじめ防止委員会」とす

るが、固定的なものではなく、協議や対応する内容に応じて学年主任・担任等を交

え、柔軟に対応するものとする。 

（校長・教頭・教務・生徒指導主任・各学年１名・教育相談担当・養護教諭・特別

支援コーディネーター・＊スクールカウンセラー・＊民生委員・＊PTA会長） 

（＊印の委員は校長が必要と認めた際に招集する） 

（２） 役割 

  「いじめ防止基本方針」に基づく取り組みの実施や、具体的な年間計画の作成・実

施・検証・修正の中核となる。また、いじめの相談や通報の窓口となり、情報の収

集や記録、共有の場としての役割を担う。 

 

（３） 定例会・臨時会 

○定例委員会――月 1回定例委員会（職員会議内での生徒指導報告と兼ねる）を開き、

情報の共有・対応策検討を行う。 

 ○臨時委員会――緊急性のあるいじめが発覚した場合、緊急な対応が必要とされる場

合等に開き、事実確認や対応の検討を行うと共に、必要に応じて関

係機関と連携をとる。 

＊職員会議において、いじめ防止委員会の内容を報告し、全職員で共有する。 

さらに各学年から、生徒指導上の気になる児童について報告し合い、より大勢 

の目で当該児童を見守る。 

 

（４） 組織図 

 

（５） いじめの相談・通報について 

早期発見のために組織的に以下の事柄に取り組む。 

 ・学期ごとにいじめアンケートを実施 



 

 ・各学期に教育相談週間を設け、担任と児童との面談を実施 

 ・教育相談担当職員を配置し、教育相談室を開放する。児童の相談を受けや

すい体制、児童からの通報を受けやすい体制を確立する。 

 ・教員は日常的に児童理解に努め、児童の変化を見逃さない。変化が見られ

たり、本人や周囲からの訴えがあったりした場合には、迅速な対応を行い、

職員間での情報共有を行う。 

 ・保護者面談の実施――夏季・冬季面談以外にも、必要に応じて随時面談を

行い、悩み相談や情報の収集にあたる。 

 ・関係機関、電話相談窓口などを児童及び保護者に周知する。 

 

３ 未然防止のための取り組み 

児童一人一人が認められ、互いに相手を思いやる雰囲気作りに学校全体で取り組

む。また教師はわかりやすい授業を心がけ、児童に基礎・基本の定着を図るととも

に学習に対する達成感・成就感を味わい自尊感情を育むことができるよう努める。 

 

（１）生徒指導の機能を生かしたわかる授業を実践する。 

（２）道徳の教育の充実を図るとともに、全学年において必ずいじめに関連した教 

材を扱う。 

（３）道徳の時間を要とし、学校の教育活動全体を通じて学校行事や教科との密接

な関連を図りながら補充・深化・統合し、道徳的心情や実践力を育成してい

く。 

（４）異学年交流や幼保小関連、地域のお年寄りとの交流を活発に推進すること

で、思いやりの心を育てる。 

（５）体験活動の充実を図り、豊かな心を育む教育を推進する。   

（６）ネット上におけるいじめや情報モラルについての教育を推進する。外部人材

等を積極的に活用する。 

（７）全校朝会での生活目標の発信や児童委員会の「あいさつ運動」など、互いの

良さを認め合う発信を行うことで、コミュニケーション力の育成や互いを尊

重する態度の育成を図る。 

（８）学級懇談会や PTA定例会等でいじめに関する議題を取り上げ、学校・家庭・地

域が一体となっていじめを許さない機運の醸成を図る。 

（９）家庭、地域との基本理念の共有及び啓発活動の充実を図る。 

各種便り、ホームページ、懇談会、学校運営協議会 等 

（１０）体罰や暴力、暴言などいじめを助長する行為のない学校づくりを推進する。 

（１１）過度の競争意識、勝利至上主義等が子供のストレスを高める等により、いじ

めを誘発するおそれがあるとの認識をもち、指導にあたる。 



 

（１２）学級活動などの時間に児童自身にいじめについて考えさせる。 

（１３）スクールカウンセラーと連携し、教育相談、児童理解に関する職員研修を行

い、職員の指導力向上を図る。 

 

４ いじめの早期発見・早期解決に向けての取り組み 

教職員はささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い段

階から的確に関わりを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく、いじめを

積極的に認知するように努める。すべての教職員が児童の様子を見守り、日常的な

観察をていねいに行うことにより、児童の小さな変化を見逃さないようにする。教

職員一人ひとりが知り得たいじめの情報は組織で共有する。 

 

（１）「学校生活に関するアンケート」を３学期に実施し、児童の悩みや人間関係を

把握し、回答のあった児童については教育相談を実施し、迅速に対応する。 

（２）スクールカウンセラーの在校日を、学校便りやホームページ等で周知し、児

童や保護者が相談しやすい環境を整える。（窓口は教頭） 

（３）いじめを認知した場合は、情報収集を綿密に行い、事実確認をした上でいじ

められている児童の心身の安全を最優先に考え、いじめている側の児童に対

しては保護者への指導を含め、毅然とした態度で対応にあたる。 

（４）学級や学年内の友達がいじめの傍観者とならないよう、個人指導だけでなく

全体指導も適切に行うよう配慮する。 

（５）いじめを受けた児童の精神的なケアのため、養護教諭やきめ細かな指導員、

スクールカウンセラー（校長が認めた時）などと連携をとりながら指導・支

援を行っていく。 

（６）いじめ問題が起きたときには、家庭との連携をいつも以上に密にし、学校側

の取り組みについての情報を伝えるとともに、家庭での様子や友達関係につ

いての情報を集めて指導に生かすこととする。また関係機関や専門家とも協

力して解決にあたる。 

（７）犯罪行為として取り扱われるべきいじめについては、教育委員会及び警察署

等と連携して対処する。 

（８）児童の生命・心身又は財産に重大な被害が生じた疑いやその恐れ、相当の期

間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある場合は、速やかに教

育委員会に報告をし、教育委員会と協議の上当該事案に対処する組織を設置

して、解決にあたる。 

 

 

 



 

 ５ いじめか否かの判断 

   いじめか否かは、「組織」で判断する。しかし、事案のすべてを「いじめ防止委

員会」の全メンバーが毎日のように集まって検討することは難しいため、「組織」

によるいじめの「認知」を機動的に行うため、「集約担当」を設けていく。「集約担

当」は、原則当該事案児童が在籍する学年の学年主任とする。 

① まずは、ささいな情報の全てを「集約担当」に集める 

児童のささいな変化に気付いたり、トラブルを見かけたりした教職員は、一人で

抱えず、そのすべてを、日時、場所、関わっていた児童の氏名とともに、「集約担

当」に速やかに伝える。  

② 「組織」の招集等の仮判断を「集約担当」が行う 

「集約担当」は、各事案の情報を集めたり、必要に応じて確認や聞き取り等を行

ったりする。また、管理職への速やかな報告を行う。情報を整理し、緊急性に応

じて対応の仮判断を行う。 

③ 招集された「組織」のメンバーでいじめか否かを判断する 

「組織」のメンバーが集まり、そのトラブルがいじめか否か、今後、どう対応

すべきかを話し合う。いじめと「認知」したら速やかに教育委員会に報告する。 

  

６ いじめを認知した場合の対応 

    いじめを認知した場合、いじめられている児童の安全確保を第一に、また、関係

機関と連携を図りながらいじめている児童の指導に当たり、いじめの解消および再

発防止に取り組む。緊急性や状況により、次の第１次対応及び第２次対応をとる。 

    

【第１次対応】（即時対応） 

 （校長、教頭、生徒指導主任、養護教諭、該当学年主任（集約担当）、担任） 

 （１）事実の確認―当該学年の複数職員が加害児童、被害児童、周辺の児童への聴き

取り調査を実施。記録したものは全て保管する。 

 （２）情報共有、対策検討 

   ①被害児童の安全確保―状況により安全確保のための措置をとる。徹底して守り

通すことを本人と保護者に話す。 

   ②加害児童の指導―――学年でチームを編成し、保護者との連携のもと指導を行

う。いじめの行為については毅然と指導し、また、加害

児童が抱える問題がある場合は教育相談等も適宜行い、

その解消も図る。 

              被害児童が非常に恐れている場合には、加害児童を一時

的に他クラスへの登校や別室登校させる等、必要な措

置を講じる。 



 

   ③全体への指導――――被害児童、加害児童を取り巻いている傍観者となってい

る児童へ全体指導を行い、いじめの拡大や再発を防止す

る。なお、いじめの兆候が見られた時に、傍観者ではな

くいじめを抑止する「仲裁者」やいじめを告発する「相

談者」になれるよう日常から指導を心がける。 

   ④いじめ防止委員会へ報告―定例会を通して、事実関係・指導内容・指導の経過

について報告する。（緊急性のある場合は事実確認後、

すぐに報告） 

   ⑤見守り―――――― いじめ防止委員会定例会で、当該学年からの報告を受け、

長期的な見守りを行う。３か月の見守りを継続し、「被

害者に対する心理的または物理的な影響を与える行為

が３か月止んでいるか」と「被害者が心身の苦痛を受け

ていないか」の確認を行い、３か月後の状況を記録に残

すこととする。 

 

【第２次対応】（拡大対応） 

（１） いじめ防止委員会で事実を確認―当該学年から事実についての報告を受ける。 

（２） 対応チームを編成―学年の枠を超えて専門家・関係機関との連携のもとチー 

ムを編成する。（教頭、教務、生徒指導主任、学年主任、担任、教育相談担当、

養護教諭、スクールカウンセラー等） 

（３） 対応策・指導方針の検討―必要に応じて、児童相談所、警察等の関係機関と連 

携を取りながら対応策を検討 

（４） 加害児童の指導―保護者と共同で組織的に指導を行う。いじめの行為につい

ては毅然と指導し、また、加害児童が抱える問題がある場合は教育相談等も適

宜行いその解消も図る。必要に応じて児童相談所、警察などの関係機関と連携

し指導に取り組む。 

 

   ＊被害児童の生命、身体または財産に重大な被害が生じる恐れがあるときは直ち

に所轄警察署に通報し、適切に援助を求める。     ―「法」二十三条― 

   ＊被害児童、その他の児童の教育権を保証するために、必要な場合は教育委員会

と連携し、加害児童の出席停止制度の適正運用を検討する。 

―「法」二十六条― 

  

 

（５）被害児童のケア――被害児童に精神的なケアを要する場合、養護教諭、スクー

ルカウンセラー及び関係機関と連携をとり、必要な措置を



 

講ずる。保護者との連絡を密にし、必要に応じ支援を行う。 

（６）解消後の見守り――いじめ防止委員会定例会で、当該学年からの報告を受け、

３か月を目安に長期的な見守りを行う。 

（７）職員全体で事例の共有（研修） 

            全職員でいじめに対する背景・事実関係・指導・経過を確

認し、いじめ問題の未然防止・解消・再発防止に資する。 

 

７ 重大事態への対処 

 重大事態が発生した場合、次のように対処する。 

重大事態の定義 

１ いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身または財産に重大な被害が

生じた疑いがあると認めるとき。 

２ いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余

儀なくされている疑いがあると認めるとき。      ―「法」二十八条―  

 

（１）重大事態が発生した場合の対応 

    発見者→担任→学年主任（集約担当）→生徒指導主任→教頭→校長 

    校長→習志野市教育委員会保健体育安全課→教育長（℡ 451-1132） 

         葛南教育事務所（℡ 433-6017） 

（２）事実関係を明らかにするための調査 

① 当該学年全体に対していじめ防止委員会作成のアンケートを実施する。アンケ

ートについては、必ずしも記名を求めず、安心して自由に記述できるよう配慮

する。 

② アンケートは自宅で記入させ、封筒に入れて提出させ、秘密保持に配慮する。 

③ 調査結果は教育委員会に報告するとともに、保護者に必要な情報を適切に提供

する。 

（３）関係機関との連携 

   習志野警察 （℡ 474-0110）    実籾交番（℡ 477-8998） 

   千葉県中央児童相談所（℡ 043-253-4101） 

 習志野市子育て支援課（℡ 453-7322） 

   習志野市総合教育センター（℡ 476-1715） 

      ２４時間子供 SOSダイヤル（文部科学省）（℡ 0120-0-78310） 

 

（４）報道対応 

  ①  窓口の一本化――報道関係者からの問い合わせは教頭が行う。 

②  事実を簡潔に答える。  



 

③  嘘や隠蔽は厳禁。  

④  不明なことを憶測で話さない。   

⑤  個人情報など答えられないものははっきりと断る。  

⑥  記者の間違いははっきりと正す。 

 

８ 公表・点検・評価 

 （１）「いじめ防止基本方針」は年度当初に家庭・地域にホームページで公表し、い

じめ防止について協力を得る。  

 （２）「いじめ防止基本方針」は毎年度、見直しを行う 

（３）いじめ問題への取り組みは、「学校評価」の中で保護者・職員から評価を受け

る。また、学校評議員会で公表し、受けた評価をもとに対策や今後の方針につ

いて、いじめ防止委員会で課題を明らかにし、「いじめ防止基本方針」に適宜

修正を加え、次年度の改善に結び付ける。 

 

＊「学校評価における留意事項」 

   いじめに対する取り組みを評価し、その組織的改善を継続的に図っていくため 

学校評価に次の項目を加える。       

① いじめの早期発見に関する取り組みに関すること 

② いじめの再発を防止するための取り組みに関すること 


